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労働契約法についての要請書
各位におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

働く者を取り巻く環境は、労働分野の規制緩和によって悪くなる一方であり、私たちに寄せられる未組織の労働者たちの労働相談が増え続け、かつその内容はより深刻なものとなっています。

その相談の多数は「労働契約」をめぐるトラブルであり、このたびの労働契約法の制定について、私たちは重大な関心を寄せていました。地域の現場で活動している者として、労働契約法の必要性については理解していますが、このたびの『労働契約法』は、政府案に対する修正の実現によってもなお、私たちとしては反対せざるをえず、次のとおり申し入れをさせていただきます。

●21世紀の労働法として「対等」の保障が原則

　使用者と労働者は、ともに人間として自由な存在であり、労働契約にあたって「対等平等」の原則が保障されなければならないことは不可欠な要件のはずです。しかしながら、現実の労働契約では使用者が圧倒的な優位にあり、「非対等性」は顕著です。したがって、労働契約法の制定にあたっては、この「非対等性」を補正する手法が必要です。

ところが、今回の労働契約法では、使用者が一方的に作成する就業規則（及びその変更）を「労働契約」を見なすなど、「両当事者の対等平等」という契約原理を否定し固定化するものであり、世界に類例がない内容となっています。

●不利益変更の条件を緩和する労働契約法案

これまで、賃金の引き下げや就労日（時間）の削減など、労働条件を不利益に変更する際の法の規定がなく、最高裁判例として７つの要件を満たすことなどが求められていました。これにより、使用者に労働契約の不利益変更を迫られた労働者は、裁判に訴えなくても、地域のユニオンなど労働組合に駆け込むことで権利を守ることが可能でした。

ところが、今回の労働契約法案では、これまでの最高裁判例で確立していた７要件を４要件に減らし、これを満たせば不利益変更できることを容認しています。また、従業員代表（実態は、ほとんどが使用者側が一方的に指名している）や多数労働組合との協議をもって「合理的」と認めることは、少数労働組合や個別の労働者が、「労使対等」に依拠して不利益変更に抵抗する術を奪うことになります。

●労働条件の劣悪化に拍車をかける

本来、雇用関係は、「雇用する者」と「使用する者」が同一であるという「直接雇用」が原則でしたが、1986年の労働者派遣法施行以降の労働分野の規制緩和によって「間接雇用」が拡がり、ぼう大な不安定雇用労働者を生み出すことになりました。それは同時に、使用者の雇用に対する無責任と横暴を許すことになり、「雇用の２極化」が「メンタルヘルス障害」や「ワーキングプア」など社会問題になる現在の職場状況をつくり出してきました。

今回の労働契約法は、使用者による就業規則の不利益変更を容易にするという点で、この傾向に拍車を掛け、劣悪化している労働者の労働条件をさらに引き下げることになると考えられます。

●真に１人ひとりの人間が尊重される法律を

私たちは、先の参議院選挙での自民党の大敗によって参議院での与野党逆転が実現し、政治の流れが変わり始めたことを実感しました。その後の野党のみなさんによる積極的な取り組みは、生活破壊の政治を転換させ、新たな政治が始まることを期待させるものでした。
しかし、この度の労働契約法については、企業社会において圧倒的に強い使用者がますます強くなり、正当な権利を主張する少数労働者は封じ込められ、切り捨てられる危険性が排除されていません。21世紀に作られる労働法は、真に１人ひとりの人間が尊重される法でなくてはならないと考えます。

ついては、今回の労働契約新法を参議院では廃案に追い込むよう、強く要請します。

以　　上
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